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Ａ．研究目的 

高次脳機能障害者が、それぞれのライフステー

ジに応じて社会参加の目標をもち、医療・福祉サ

ービスの利用により目標達成できる社会の仕組

みを作る。社会人年齢層では「就労」を、若年者

では「就学」を社会参加と位置付け、対象を支援

ニーズと年齢面で拡張し、実行可能な地域支援シ

ステムの構築を全国規模で達成する。 

 

Ｂ．研究方法 

全国 10 地域において分担研究者がブロック会

議を開催し、各自治体および高次脳機能障害支援

拠点機関（以下、拠点機関）が行政的取り組みと

支援ネットワークの活動状況を報告する。また、

高次脳機能障害をもつ一方で画像所見陰性であ

る症例を集積し、医学的属性を明らかにする。 

一般就労が困難な場合の支援については、就労

継続支援施設等での受け入れに必要な緒条件を

研究要旨 

全国 100 か所の高次脳機能障害支援拠点機関において、375 名の支援コーディネーターが年

間 95,510 件の相談に対応した（前年比 18,733 件増）。同拠点機関が主催または協力した会合

の実施回数も前年より増加していた。特にケース会議の実施回数が増えていることから、研修

会・講習会による高次脳機能障害に関する一般的な普及啓発だけでなく、個別事例の支援につ

いても活発に検討していることが示唆された。全国の支援拠点機関の活動はこれまでの中で最

も活発であり、当該研究期間の目標を達成した。 



明らかにして情報提供し、地域での居場所を拡充

する。 

当該障害児については、国立特別支援教育研究

所と協力して、拠点機関および教育委員会を対象

に相談支援の実態と特別支援教育の現状を調査

し、利用可能な情報を還元する。 

 

（倫理面への配慮） 

研究は研究者が所属する施設の倫理委員会の

承認を経て実施される。個人調査の場合には対象

者及び家族等から文書によるインフォームドコ

ンセントを徹底し、被験者または保護者・関係者

が納得し自発的な協力を得てから実施する。対象

者の個人情報等に係るプライバシーの保護なら

びに如何なる不利益も受けないように十分に配

慮する。結果の公表についても対象者及び保護

者・関係者から、文書にてインフォームドコンセ

ントを徹底し承諾を得る。また個人が特定できな

いように格別の注意を払う。 

 

Ｃ．研究結果 

拠点機関は 70 カ所から 100 カ所、支援コーデ

ィネーターは同期間で178名から375名に増加し、

全国で 3 年間合計 244,298 件の相談に対応した。

また、全都道府県において高次脳機能障害支援の

ウェブサイトの構築および冊子（リーフレット）

の発行を達成した。また高次脳機能障害をもつ一

方で画像所見陰性である症例は、全相談者の

0.5％存在した。 

一般就労が困難な場合の支援については、高次

脳機能障害者を支援した経験のある支援施設の

職員を講師として、福祉の現場で働く職員を対象

に研修会を行い、支援に必要な緒条件について情

報を提供した。また、国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター近隣 17 市町村の支援施設における

高次脳機能障害者の受け入れ状況については、3

年間で 26％から 36％に増加した。 

拠点機関における就学支援については、有効回

答の 9割以上で、自施設または他施設併用で行っ

ていた。相談は主に保護者からで、学校・日常生

活に関する内容のほか、診断・検査に関する内容

が多かった。対応としては本人家族への説明、医

療機関、社会資源の紹介がなされていた。学校に

ついては、教職員の理解や人間関係に関する相談

が多く、在籍校や保護者への説明が行われていた。

地域の実情に応じて社会資源活用しているもの

の、教育関連情報や児童福祉法に定められたサー

ビスは周知・利用ともに不十分であった。教育委

員会を対象とした調査結果を 26 年度総括・分担

報告書巻末別刷に掲載した。 

 

Ｄ．考察 

１）研究成果の学術的意義について 

高次脳機能障害の診断技術、機能評価、リハビ

リテーションの方法を開発するとともにそれら

の普及に努めた。 

２）研究成果の行政的意義について 

全国で地域支援システムの構築が展開され、医

療・福祉連携の推進に寄与した。分担研究者が開

催する地域ブロック会議に都道府県の障害福祉

課（行政）と拠点機関（現場）が参画し知見を共

有した。 

３）その他特記すべき事項について 

本研究で展開した高次脳機能障害者の地域支

援システムを西太平洋地域WHO指定研究協力セン

ターリハビリテーション作業グループ会議の機

関誌にて紹介した。 

 

Ｅ．結論 

本研究を障害者総合支援法に基づく地域生活

支援事業のひとつである「高次脳機能障害及びそ

の関連障害に対する支援普及事業」とタイアップ

して行うことにより、全国で地域支援システムの

構築が進んだ。 
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